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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期

第１四半期連結
累計期間

第40期
第１四半期連結
累計期間

第39期

会計期間
自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日

自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日

自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日

売上高（千円） 3,443,942 3,495,598 18,026,983

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△444,774 △606,639 900,069

四半期純損失（△）又は当期純利

益（千円）
△303,109 △401,227 463,544

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
△314,685 △390,921 637,417

純資産額（千円） 4,089,830 5,454,449 6,011,403

総資産額（千円） 10,465,479 11,627,837 11,264,261

１株当たり四半期純損失金額(△)

又は１株当たり当期純利益金額

（円）

△45.19 △49.11 65.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― ―

自己資本比率（％） 39.1 46.9 53.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. １株当たり四半期純損失金額又は１株当たり当期純利益金額の算定に用いられた期中平均株式数について

は、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が所有する自己株式を控除しております。　

４. 第39期第１四半期連結累計期間及び第40期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

５. 第39期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。　

６．平成24年12月21日付で1,220,000株の公募増資を行っております。

７．平成25年１月17日付で180,000株の第三者割当増資を行っております。

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　  

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社。以下同

じ。）が判断したものであります。　

（1）業績の状況

  当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、大幅な金融緩和策や経済対策により円安・株高が進行し、景気

は穏やかながら回復への動きが見られました。他方で、雇用や所得環境の大幅な改善には至らず、海外景気の下振れ

懸念もあり、先行きは未だ不透明な状況で推移いたしました。

  このような経済情勢を背景に、入塾を検討されている保護者の皆様は、これまで以上に慎重かつ厳しい眼で塾を選

別される傾向にあります。

  以上の経営環境を踏まえ、当社グループにおきましては、生徒・保護者の満足度を向上させるため、授業及び家庭

学習支援・進学情報提供・保護者対応等、サービス全般の“品質向上”に注力いたしました。

  当社におきましては、今後の校舎数増加に備えた組織体制を構築し、収益力・管理体制の強化を図るため、本年４

月に広告宣伝・イベント及びＩＣＴ活用の推進を統括する部署として「広告宣伝部」、採用・教育研修・労務管理

を統括する部署として「人事部」を新設いたしました。これにより、今後、校舎の営業支援体制を一層強化していけ

るものと考えております。

　また、顧客ニーズに適った新たな商品開発といたしまして、社会的に、グローバル人材育成を目指して、英語教育や

大学入試の改革が検討されている中で、昨春開設した英語講座「早稲田アカデミーＩＢＳ（Integrated Bilingual

School）」において、高１・高２対象の「東大受験生のためのハーバード併願コース」を新設するとともに、小５・

小６を対象とした英語講座の開発に着手いたしました。

　費用面では、新規出校に備えた育成人員増加等に伴う人件費の増加、集客のための先行投資である広告宣伝費・販

売促進費の増加等により、売上原価率・販管費比率ともに前年同四半期と比べて上昇しておりますが、金額的には予

算を下回り、計画どおり費用統制ができております。

  子会社である株式会社野田学園におきましては、引き続き、現役生（高１～高３生）の集客に注力するとともに、

各種経費の削減により収益改善に努めてまいりました。

  以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は3,495百万円（前年同期比1.5％増）、営業損失599百万円（前

年同期は440百万円の損失）、経常損失606百万円（前年同期は444百万円の損失）、四半期純損失401百万円（前年同

期は303百万円の損失）となりました。

　

　なお、当社グループ収益の大半を占める当社の学習塾運営におきましては、第１四半期は塾生数が少なく、また大き

な収益をもたらす夏期合宿や正月特訓等のイベントも開催されないため、売上高は他の四半期と比較して少なくな

ります。他方、地代家賃・人件費等の固定的費用が期首から発生することにより、第１四半期の収益性は他の四半期

と比較して低く、例年、損失計上となっております。当第１四半期連結累計期間につきましても、以上の理由により損

失を計上しておりますが、業績は年度予算に沿って概ね順調に推移しております。　

　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

（教育関連事業）

　当事業におきましては、合格実績伸長と安定的な収益拡大を図るため、各学部とも低学年集客を全社的な重点課題

とし、学習指導のクオリティ向上、各種イベントや保護者会の充実等による顧客満足度向上に努めてまいりました。

  校舎展開といたしましては、千葉県内でのドミナント強化に向けて、“早稲田アカデミー”ブランド校舎「八千代

緑が丘校」の受付を６月に開始（授業開始は７月21日）いたしました。東葉高速線沿線では初めての出校となりま

すが、問い合わせ状況は小中学部ともに順調に推移しております。

　収益の基礎となる期中平均塾生数につきましては、小学部12,854人（前年同期比0.0％増）、中学部12,847人（前年

同期比4.0％増）、高校部3,005人（前年同期比1.1％増）、合計では28,706人（前年同期比1.9％増）となりました。

　以上の結果、教育関連事業の売上高は3,480百万円（前年同期比1.5％増）、セグメント損失52百万円（前年同期は

80百万円の利益）となりました。

　

（不動産賃貸）
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　当事業におきましては、引き続き、外部顧客向け賃貸物件の稼働率向上に努めた結果、売上高は29百万円（前年同期

比 4.0％減）、セグメント利益6百万円（前年同期比9.5％増）となりました。　

　

財政状態につきましては、当第１四半期連結会計期間末の総資産額は、11,627百万円となり、前連結会計年度末に

比べ、363百万円増加いたしました。増加の主な要因は、流動資産357百万円、投資その他の資産16百万円の増加によ

るものであります。流動資産の増加の内訳は、営業未収入金228百万円、繰延税金資産215百万円の増加と、現金及び

預金107百万円の減少等であります。また、投資その他の資産の増加の内訳は、投資有価証券16百万円の増加等であ

ります。

　当第１四半期連結会計期間末の負債総額は、6,173百万円となり、前連結会計年度末に比べ920百万円増加いたしま

した。増加の要因は流動負債895百万円、固定負債24百万円の増加によるものであります。流動負債の増加の内訳は、

短期借入金550百万円、前受金743百万円の増加と未払法人税等298百万円、賞与引当金236百万円の減少等によるも

のであります。また、固定負債の増加の内訳は、退職給付引当金17百万円、資産除去債務６百万円の増加等によるも

のであります。　

当第１四半期連結会計期間末の純資産額は、5,454百万円となり、前連結会計年度末に比べ556百万円減少いたし

ました。その内訳は、当四半期純損失401百万円、配当金の支払175百万円による減少等であります。この結果、自己資

本比率は前連結会計年度末の53.4％から46.9％となりました。

　

（2）主要な設備

　当第１四半期連結累計期間において、前連結会計年度末の計画に基づき、以下のとおり主要な設備の新設が完了い

たしました。　　

会社名 事業所名（所在地） セグメントの名称 設備の内容　 開校（完了）年月　

株式会社早稲田アカデミー　
八千代緑が丘校

（千葉県八千代市）　
教育関連事業　

教室（保証金及び建物

並びに付属設備）　
平成25年７月（注）　

（注）「開校（完了）年月」は営業開始（開校）年月を記載しており、新設工事につきましては、平成25年６月に

完了しております。

　

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。　

　

①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容　

　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の者に

よる当社株式の大量買付行為であっても、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資するものである限

り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大量買付行為に応じるかどうかは株主の皆

様の決定に委ねられるべきだと考えております。

　ただし、株式の大量買付行為の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができない可能

性をもたらすなど、当社の企業価値及び株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社の企業価値及び株主共同

の利益の向上に資するとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な時間や情報が

十分に提供されないものもありえます。

　そのような行為に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、必要

な時間や情報の確保、株式の大量買付者との交渉などを行う必要があると考えております。

②基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上によって、株主、投資家の皆様に長期的に継続して当社に

投資していただくため、前記①の基本方針の実現に資する特別な取組みとして、当社が行ってきた以下の施策を引き

続き実施してまいります。
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イ．当社の企業価値の源泉

　当社は、昭和51年に「早稲田大学院生塾」として発足して以来、教育理念として「本気でやる子を育てる」、

経営理念として「目標に向かって真剣に取り組む人間の創造」を一貫して掲げ、自分たちの力で日本一の学習

塾になろうとの目標のもと、学習塾としての原点を見失うことなく、「成績向上と志望校合格」という生徒・

保護者の期待とニーズに応えることを最優先に、質の高い授業の提供に努めております。

　そして、当社の企業価値は、教育理念、経営理念、従業員と経営陣の信頼関係に基礎をおく組織力、組織力を生

み出す企業文化、多くの利害関係者との間の信頼関係、その他の有形無形の財産に源泉を有するものでありま

す。

　当社が、かかる教育理念・経営理念に基づいて、顧客や従業員への貢献を実現すれば、自ずとコーポレートビ

ジョンが実現され、業績向上を通じて、広い意味で社会への貢献を実現できるとともに、当社の企業価値及び株

主共同の利益を確保・向上させていくことができるものと考えております。

ロ．企業価値向上への取組み

　当社のコア事業は進学塾経営であり、その事業運営においては「本気でやる子を育てる」という教育理念に

基づき、単に志望校に合格することだけを目的とするのではなく、受験勉強を通じて、「自らの力で考え、困難

を乗り越えていける子供を育てる」ことを基本方針としてまいりました。

　当社としては、このような基本方針のもと、当社の企業価値を向上させるため、学習塾事業に関する経営戦略

を策定し、それを推進しております。更に、経営組織として磐石な収益基盤を確立し、企業価値の最大化を目指

していくために、学習塾事業で獲得したノウハウや教育コンテンツ等を活用した新たな事業領域の開拓に、積

極的に取り組んでまいります。

ハ．コーポレート・ガバナンスについて

　当社は、時代のニーズと経営環境の変化に迅速に対応することができ、かつ健全で効率的な経営組織の構築を

目指しております。同時に、経営の透明性・客観性を高め、コーポレート・ガバナンスが有効に機能する組織

と、正確でタイムリーな情報開示を行い得る体制作りを目指していきたいと考えております。

　これまで当社は、この方針に基づき、内部統制システムを整備し、ガバナンスが有効に機能する体制作りに努

めてまいりました。今後も、株主の皆様、顧客の皆様（生徒・卒業生及びその保護者）、取引先、従業員、地域社

会等のステークホルダーの皆様からの信頼を一層高めるべく、法令・ルールの遵守を徹底し、コーポレート・

ガバナンスの充実・強化に努め、企業としての社会的責任を果たしてまいります。

ニ．業績に応じた株主の皆様に対する利益還元

　当社は多数のステークホルダーの皆様に御支持いただくことが当社の企業価値及び株主共同の利益を確保・

向上させていくための重要な要素であると考えております。中でも株主の皆様への利益還元を強化していくこ

とは重要な経営課題のひとつと認識し、今後も、安定的な経営基盤の確立と株主資本利益率の向上に努めると

ともに、株主の皆様への利益還元を更に強化するべく経営努力を継続してまいります。

　　

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

　組み

　当社は、定時株主総会において株主の皆様からご承認をいただき、当社の財務及び事業の方針の決定が支配される

ことを防止するための取り組みとして、「当社株式の大量買付行為への対応策（買収防衛策）」（以下「本プラ

ン」という。）を定めております。

　本プランは、大量買付者が遵守すべきルールを明確にし、株主及び投資家の皆様が適切な判断をするために必要か

つ十分な情報及び時間、並びに大量買付者との交渉の機会を確保することを目的としております。そして、大量

買付者が本プランにおいて定められる手続に従うことなく大量買付行為を行う場合や、大量買付者が本プランに定

める手続に従って大量買付行為を行う場合であっても、当社取締役会が当該大量買付行為の内容を検討し、大量買付

者との協議、交渉等を行った結果、その買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を害する大量買付行為である

と認められる場合に、当社取締役会によって対抗措置が講じられる可能性があることを明らかにし、これらを

適切に開示することにより、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資さない当社株式の大量買付行為

を行おうとする者に対して警告を行うものであります。 

　本プランの対象となる当社株式の大量買付行為とは、買付け等の結果、a.当社の株券等の保有者が保有する当社の

株券等に係る株券等保有割合の合計又はb.当社の株券等の公開買付者が所有し又は所有することとなる当社の株

券等及び当該公開買付者の特別関係者が所有する当社の株券等に係る株券等所有割合の合計のいずれかが20％以上

となる者（当該買付け等の前にa.又はb.のいずれかが20％以上である者を含む）による買付け等又は買付け等の提

案としております。

  本プランにおける対抗措置は、原則として、株主の皆様に対し、大量買付者及びその関係者による権利行使が認め

られないとの行使条件並びに当社が当該大量買付者及びその関係者以外の者から当社株式と引換に新株予約権を取

得する旨の取得条項等を付すことが予定される新株予約権の無償割当てを実施するものとなっております。

　本プランにおいては、対抗措置の発動又は不発動について取締役会の恣意的判断を排除するため、当社取締役会が、

取締役会から独立した委員のみから構成される「独立委員会」の判断を最大限尊重して、対抗措置の発動又は不発
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動を決定することとしております。また、独立委員会が対抗措置の発動に際して、予め株主総会の承認を得るべき旨

を勧告した場合、又は独立委員会への諮問後であっても、当社取締役会が株主総会の開催に要する時間的余裕等の諸

般の事情を勘案した上で、善管注意義務に照らして、株主の皆様の意思を確認することが適切であると判断した場合

には、株主の皆様の意思を確認するための株主総会を招集し、大量買付者に対して対抗措置を発動するか否かの判断

を、株主の皆様に行っていただきます。 

　なお、本プランの有効期間は平成27年３月期に関する定時株主総会の終結の時までとされております。ただし、有効

期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合又は当社取締役会

において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとしております。　

　

④前記取組みが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位

の維持を目的とするものではないことについての取締役会の判断及びその理由

　前記②に記載の取組みは、当社の企業価値の源泉を十分に理解したうえで策定されており、前記①の基本方針に沿

うものであり、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするものでもあ

りません。 

　また、前記③に記載の取組みは、当社株式に対する大量買付行為がなされた際に、当該大量買付行為に応じるべきか

否かを株主の皆様が判断し、また当社取締役会が株主の皆様のために代替案を提示し、大量買付者と交渉を行うこと

等を可能とするために必要な情報や時間を確保することにより、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保又は向

上することを目的として導入されるものであり、会社の支配に関する基本方針に沿うものであります。 

　更に、本プランは、 

・買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していること 

・株主意思を重視していること 

・独立性の高い社外者（独立委員会）の判断を重視していること 

・合理的な客観的要件が設定されていること 

・独立した地位にある専門家の助言を取得できること 

・デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

等の理由から、前記①に記載の基本方針に沿うものであり、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、また当社

役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。　

（4）研究開発活動

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社早稲田アカデミー(E05028)

四半期報告書

 6/17



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発行数(株)

（平成25年６月30日）
提出日現在発行数（株）
（平成25年８月５日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 8,334,976 8,334,976
 東京証券取引所

 市場第一部

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単元

株式数は100株

であります。

計 8,334,976 8,334,976 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。　

　

（4）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年４月１日　

～

平成25年６月30日　

－　 8,334,976 －　　 968,749 －　　 917,698

　

　

（6）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（7）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成25年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　　            － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,334,000 83,340

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式　 　  976 － －

発行済株式総数  　　　　8,334,976 － －

総株主の議決権 －　 83,340 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自社保有の自己株式73株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成25年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

（注）当第１四半期会計期間末日現在、日本マスタートラスト信託銀行株式会社名義で当社株式158,900株を所有

しておりますが、当該株式は従業員持株ＥＳＯＰ信託による信託財産であり、議決権を有しております。

２【役員の状況】

　 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（1）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,851,980 1,744,111

営業未収入金 925,342 1,154,073

有価証券 8,289 8,290

商品及び製品 51,914 40,360

原材料及び貯蔵品 3,149 3,453

繰延税金資産 224,933 440,602

その他 321,284 355,693

貸倒引当金 △27,084 △29,417

流動資産合計 3,359,809 3,717,167

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,818,472 4,845,962

減価償却累計額 △2,938,009 △2,967,031

建物及び構築物（純額） 1,880,462 1,878,930

土地 1,745,377 1,745,377

リース資産 875,709 921,526

減価償却累計額 △502,351 △546,393

リース資産（純額） 373,357 375,132

建設仮勘定 28,152 20,685

その他 593,752 609,903

減価償却累計額 △450,725 △462,918

その他（純額） 143,026 146,984

有形固定資産合計 4,170,377 4,167,110

無形固定資産

ソフトウエア 511,394 505,510

その他 319,442 320,163

無形固定資産合計 830,837 825,673

投資その他の資産

投資有価証券 824,314 840,328

繰延税金資産 134,942 136,473

差入保証金 1,866,879 1,859,755

その他 88,200 93,216

貸倒引当金 △20,900 △20,200

投資その他の資産合計 2,893,437 2,909,574

固定資産合計 7,894,652 7,902,358

繰延資産

社債発行費 9,799 8,311

繰延資産合計 9,799 8,311

資産合計 11,264,261 11,627,837
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 161,207 137,012

短期借入金 100,000 650,000

1年内償還予定の社債 280,000 280,000

1年内返済予定の長期借入金 162,000 162,000

未払費用 642,995 680,934

リース債務 156,270 155,944

未払法人税等 322,465 23,963

前受金 523,638 1,267,609

賞与引当金 412,850 176,663

その他 637,937 760,861

流動負債合計 3,399,366 4,294,990

固定負債

社債 240,000 240,000

長期借入金 508,000 508,000

リース債務 224,402 226,177

繰延税金負債 5,904 5,846

退職給付引当金 493,640 510,978

資産除去債務 348,482 354,552

その他 33,062 32,842

固定負債合計 1,853,491 1,878,397

負債合計 5,252,857 6,173,388

純資産の部

株主資本

資本金 968,749 968,749

資本剰余金 917,698 917,698

利益剰余金 4,082,527 3,506,267

自己株式 △122,552 △113,552

株主資本合計 5,846,423 5,279,162

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 164,979 175,286

その他の包括利益累計額合計 164,979 175,286

少数株主持分 － －

純資産合計 6,011,403 5,454,449

負債純資産合計 11,264,261 11,627,837
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高 ※
 3,443,942

※
 3,495,598

売上原価 2,897,714 2,999,082

売上総利益 546,227 496,515

販売費及び一般管理費 986,886 1,096,270

営業損失（△） △440,659 △599,754

営業外収益

受取利息 76 263

受取配当金 4,663 5,013

その他 1,620 3,795

営業外収益合計 6,360 9,072

営業外費用

支払利息 8,492 7,404

固定資産除却損 － 6,751

その他 1,983 1,800

営業外費用合計 10,476 15,957

経常損失（△） △444,774 △606,639

特別損失

固定資産処分損 19,857 1,725

特別損失合計 19,857 1,725

税金等調整前四半期純損失（△） △464,631 △608,365

法人税、住民税及び事業税 4,777 15,827

法人税等調整額 △166,299 △222,965

法人税等合計 △161,521 △207,137

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △303,109 △401,227

少数株主利益 － －

四半期純損失（△） △303,109 △401,227

少数株主利益 － －

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △303,109 △401,227

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △11,575 10,306

その他の包括利益合計 △11,575 10,306

四半期包括利益 △314,685 △390,921

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △314,685 △390,921

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を、また当期の安定資金を確

保し財務基盤の強化を図るため、取引銀行９行と分割実行可能期間付シンジケートローン契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

当座貸越極度額及びシンジケートローン契約額 1,600,000千円 1,600,000千円

借入実行残高 100,000 650,000

差引額 1,500,000 950,000

 

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日）

※　当社グループでは、通常授業の他に、春・夏・冬の講習会、夏期合宿、正月特訓を実施しておりますが、第１四半

期においては通常授業を主としているため、他の四半期に比べ、売上高は少なくなる傾向があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。　 

　
　
　

前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

減価償却費       152,792千円       155,623千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

配当金支払額　

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 138,698 20 平成24年３月31日 平成24年６月29日利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

配当金支払額　

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 175,032 21 平成25年３月31日 平成25年６月28日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）　

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　 

　

　

　報告セグメント　
計

調整額

（注）１　

四半期連結損益及び

包括利益計算書計上額

（注）２　教育関連事業 不動産賃貸

　売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 3,428,483　 15,458　 3,443,942　 － 3,443,942

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 15,564　 15,564　 △15,564 －

計 3,428,483　 31,022　 3,459,506　 △15,564 3,443,942

　セグメント利益 80,999　 5,895　 86,894　 △527,554 △440,659

　（注）１.セグメント利益の調整額△527,554千円は全社費用であり、報告セグメントに帰属しない一般管理費で

す。

２.セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　 該当事項はありません。　

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）　

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　 

　

　

　報告セグメント　
計

調整額

（注）１　

四半期連結損益及び

包括利益計算書計上額

（注）２　教育関連事業 不動産賃貸

　売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 3,480,437　 15,161　 3,495,598　 － 3,495,598

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 14,609　 14,609　 △14,609 －

計 3,480,437　 29,770　 3,510,207　 △14,609 3,495,598

　セグメント利益又は損

失（△）
△52,034　 6,456　 △45,577　 △554,176 △599,754

　（注）１.セグメント利益又は損失（△）の調整額△554,176千円は全社費用であり、報告セグメントに帰属しな

い一般管理費です。

２.セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失と調整を行ってお

ります。

　

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　 該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

　 １株当たり四半期純損失金額（△） △45円19銭 △49円11銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △303,109 △401,227

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △303,109 △401,227

普通株式の期中平均株式数（株） 6,707,098 8,169,877

　（注）１.１株当たり四半期純損失金額の算定に用いられた期中平均株式数については、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が所

有する自己株式を控除しております。

　　２.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成２５年８月５日

株 式 会 社 早 稲 田 ア カ デ ミ ー

取  締  役  会 　 御  中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 布施木　孝叔　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 入江　秀雄　　  印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社早稲田

アカデミーの平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２５

年４月１日から平成２５年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２５年４月１日から平成２５年６月３

０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社早稲田アカデミー及び連結子会社の平成２５年６月３０日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以　　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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